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１　ＩＣＴを活用した学びの在り方 

(１)「令和の日本型教育」の構築 

全ての子供たちの可能性を引き出す、個別最適な学びと、協働的な学びを実現するた

めには、学校教育の基盤的なツールとしてＩＣＴは必要不可欠なものである。我が国の

学校教育におけるＩＣＴの活用が国際的に大きく後れをとってきた中で、ＧＩＧＡスク

ール構想を実現し、これまでの実践とＩＣＴとを最適に組み合わせることで、これから

の学校教育を大きく変化させ、様々な課題を解決し、教育の質の向上につなげていくこ

とが必要である。その際、一人１台の端末環境を生かし、端末を日常的に活用すること

でＩＣＴの活用が特別なことではなく「当たり前」のこととなるようにするとともに、

ＩＣＴにより現実の社会で行われているような方法で児童生徒も学ぶなど、学校教育を

現代化することが必要である。児童生徒自身がＩＣＴを「文房具」として自由な発想で

活用できるよう環境を整え、授業をデザインすることが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

文部科学省「『令和の日本型学校教育』の構築を目指して（答申）【総論解説】」 
(２)　「主体的な学び」を促す教育活動の充実 

学習指導要領において、各教科等でＩＣＴ（以下、デジタル機器）を適切に活用した

学習活動の充実を図ることとされた。また、本県においても「広島版『学びの変革』ア

教育におけるデジタル化

Ⅱ　「学びの変革」の“深化”

第１章　「学びの変革」の推進 

現在、国全体でデジタル化の取組が進む中、教育分野においても、全般にわたりデジ

タルの効果的活用を図ることで、これまでにない可能性を新たに生涯を通じた学びにも

たらすことが期待されている。 

また、ＧＩＧＡスクール構想による義務教育段階の一人１台端末環境が令和２年度末

までに実現することを踏まえて、ハード・ソフト・人材が一体となった取組を教育再生

実行会議等の議論も踏まえつつ、一層加速することにより、子供たち一人一人の多様な

実情を踏まえ誰一人取り残すことのない学びの実現に向けた取組を推進することが求め

られている。

文部科学省「文部科学省におけるデジタル化推進プラン」（令和２年）

「令和の日本型学校教育の姿」 
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クション・プラン」に基づき、自ら新しい価値を作り出す力や多様な他者と協働できる

力など、これからの変化の激しい社会を生き抜くことのできる資質・能力の育成を目指

した「主体的な学び」を促す教育活動の一層の充実に向け、デジタル機器等の活用は重

要である。 

デジタル機器等を活用した学習場面は、例えば、「一斉指導による学び（一斉学習）」、

「子供たち一人一人の能力や特性に応じた学び（個別学習）」、「子供たち同士が教え合い

学び合う協働的な学び（協働学習）」の三つに分けることができる。 

デジタル機器等の活用に当たっては、各教科等において育成すべき資質・能力を見据

えた上で、どのような活用法が児童生徒の学びにとって効果的であるか考え、指導計画

の中で、「いつ、どこで、誰が、何のために、何をどのように活用するのか」などを明確

にすることが大切である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

さらに、一人１台端末と、高速大容量の通信ネットワークの整備が実現することで次

のような学びが実現することが期待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　　また、上記のような学びを実現するためにも、次のような「すぐにでも」「どの教科で

も」「誰でも」活かせる一人１台端末の活用シーンを繰り返し実施していくことも大切で

ある。 

学校におけるデジタル機器等を活用した学習場面例 

文部科学省「学びのイノベーション事業実践研究報告書」（平成 26 年）

「一人１台端末・高速通信環境」がもたらす学びの変容イメージ 

文部科学省「（リーフレット）GIGA スクール構想の実現へ」
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(３)　情報活用能力の育成 

　「情報活用能力」とは、学習活動において必要に応じてコンピュータ等の情報手段を

適切に用いて情報を得たり、情報を整理・比較したり、得られた情報を分かりやすく発

信・伝達したり、必要に応じて保存・共有したりといったことができる力であり、さら

に、このような学習活動を遂行する上で必要となる情報手段の基本的な操作の習得や、

プログラミング的思考、情報モラル等に関する資質・能力等も含むものである。 

学習指導要領解説総則編では、「情報活用能力は、各教科等の学びを支える基盤であり、

これを確実に育んでいくためには、各教科等の特質に応じて適切な学習場面で育成を図

ることが重要であるとともに、そうして育まれた情報活用能力を発揮させることにより、

各教科等における主体的・対話的で深い学びへとつながっていくことが一層期待される

ものである。」とされている。このことから、小・中・高等学校を通じて、系統的に情報

活用能力を育成することが大切である。 

＜これからの一人１台端末下における「情報モラル」教育について＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文部科学省「StuDX Style（スタディーエックス　スタイル）」

「すぐにでも」「どの教科でも」「誰でも」活かせる一人１台端末の活用シーン 

『一人１台端末の活用を前提にすると、従来の情報モラル教育で行われてきたよ

うな「画像や動画を公開しない」、「SNS で発信してはいけない」といった「○○し

ない」といった指導だけではなく、「どうしたらリスクを減らして上手に活用できる

か」という活用を意識した指導が必要になってくる。そもそも「○〇しない」とい

った指導では、子供たちが「自分の行動にどのようなリスクがあるのか」を考える

機会を奪うことになり、子供たちのリスクを考える力の育成にはつながらない。画

像や動画を公開することや SNS で発信することのメリットについても目を向けなが

ら、どのようなリスクがあるのかを考えさせることが上手な活用につながっていく

ポイントである。』 
今後は、上記のような考え方に合わせて、「デジタル・シティズンシップ」 

などの考え方も取り入れながら、情報モラル教育の充実を図る必要がある。

文部科学省「情報化社会の新たな問題を考えるための教材（指導の手引き）」
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未来の学びコンソーシアム 
「小学校を中心とした 
　　　プログラミング教育ポータル」 

 
 
 

(４)　プログラミング教育 

　　「プログラミング教育」とは、「プログラミング的思考」などを育成する教育であり、

学習指導要領において、各学校段階で充実が図られた。 

「プログラミング的思考」とは、「自分が意図する一連の活動を実現するために、どの

ような動きの組合せが必要であり、一つ一つの動きに対応した記号を、どのように組み

合わせたらいいのか、記号の組合せをどのように改善していけば、より意図した活動に

近づくのか、といったことを論理的に考えていく力」である。 

プログラミング教育で育む資質・能力は、全ての学習の基盤となる資質・能力である

情報活用能力の一部であり、各教科等の特質を生かし、教科等横断的な視点から教育課

程の編成を図り、全ての学校段階において育成することが必要である。  
各学校段階を通じたプログラミング教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 共通 ○　各教科等の特質を生かし、教科等横断的な視点から「プログラミング的思考」を育成

 
 プログラミング教育において育む資質・能力

 
知識及び技能

思考力、判断力、 
表現力等

学びに向かう力、 
人間性等

 

 小学校 
小学部

 ○　各教科等の特質に応じて、「プログ

ラミングを体験しながら、コンピュー

タに意図した処理を行わせるために

必要な論理的思考力を身に付けるた

めの学習活動 」を計画的に実施

身近な生活でコンピ

ュータが活用されてい

ることや、問題の解決

には必要な手順がある

ことに気付くこと。

発達の段階に即し

て、「プログラミング

的思考」を育成する

こと。 
 

発達の段階に即し

て、コンピュータの働

きを、よりよい人生や

社会づくりに生かそ

うとする態度を涵養

すること。

 
 

 中学校 
中学部

 
 
○　技術・家庭科（技術分野）内容「Ｄ

情報の技術」において指導 
・　ネットワークを利用した双方向性

のあるコンテンツのプログラミング

による問題の解決 
・　計測・制御のプログラミングによる

問題の解決

社会におけるコンピ

ュータの役割や影響を

理解するとともに、簡

単なプログラムを作成

できるようにすること。

 
 

 高等学校 
高等部

 ○　必修科目「情報Ⅰ」内容「(3)コン

ピュータとプログラミング」において

指導 
　　「コンピュータで情報が処理される

仕組みに着目し、プログラミングやシ

ミュレーションによって問題を発

見・解決する活動」を実施

コンピュータの働き

を科学的に理解すると

ともに、実際の問題解

決にコンピュータを活

用できるようにするこ

と。

文部科学省 
「小学校プログラミング教育の手引」 

 
 

文部科学省 
「小学校プログラミング教育に 
　　　　　　　　　関する研修教材」 

 
 
 

文部科学省 
「小学校プログラミング教育に 

関する指導案集」 

 
 

文部科学省 
「中学校技術・家庭科（技術分野） 

内容「Ｄ　情報の技術」における 
プログラミング教育実践事例集」 

 
 
 

文部科学省 
「高等学校情報科「情報Ⅰ」 

「情報Ⅱ」教員研修用教材」 
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２　デジタル・シティズンシップ教育について 

新学習指導要領では、情報活用能力が小・中・高等学校及び特別支援学校において「学

習の基盤となる資質・能力」とされ、高等学校公民科「公共」では、「情報に関する責任

や、利便性及び安全性を多面的・多角的に考察していくことを通して、情報モラルを含

む情報の妥当性や信頼性を踏まえた公正な判断力を身に付けることができるよう指導す

ること」と示されている。このように、デジタル化が急速に進む社会の中で、児童・生

徒の「公正な判断力」を発達段階に応じて育成することは必要不可欠である。 

こうした力を育成するに当たって注目されているのが、「デジタル・シティズンシップ

教育」である。「デジタル・シティズンシップ」の考え方の重要性は、第 48 回教育再生

実行会議（令和３年６月３日開催）の「ポストコロナ期における新たな学びの在り方に

ついて（第十二次提言）」でも指摘されており、そこでは、「デジタル・シティズンシッ

プ」は「児童生徒をＩＣＴ機器から遠ざけるのではなく、その有用性を前向きに捉え、

教育活動の内外において日常的に活用できる環境を整備し、デジタル・リテラシーを高

め、デジタル情報に対する批判的態度を育成すること」と定義されている。 

こうした「デジタル・シティズンシップ」の考え方を取り入れた教育において、児童・

生徒は、デジタル社会の中で遭遇する様々な場面や事例を題材とし、他者と対話する中

で、それぞれの考え方の違いや多様性を認め合いながら、主体的に学びを進めていく。 

その具体的な教材としては、米国のコモンセンス・エデュケーション（Common Sense 

Education）がある。この教材は、幼児から高校３年生までを対象としており、６つのカ

リキュラムを通じて、デジタル社会で生じる様々な課題に対応するための具体的な方法

を検討する内容となっている。６つのカリキュラムとその中で設定されている質問の例

を示したのが次の表である。 

　※表中の「小」は小学校（中学年程度）、「中」は中学校、「高」は高等学校を示している。 
　※特別支援学校については、児童・生徒の障害の実態に応じて、参考にしていただきたい。 

（Common Sense Education のＨＰ参照（和訳、一部改変）） 
このような「デジタル・シティズンシップ教育」は、情報モラルの育成だけでなく、

「デジタル環境の中で自ら考えて行動し、市民社会に参画できる人間を育てようとする

教育」（坂本旬「教育政策研究におけるデジタル・シティズンシップ概念の可能性」）であり、

 カリキュラム 内容のまとまりを貫く本質的な問いの例

 
メディアバランスと

ウェルビーイング

小 私たちの生活の中で端末を使わない時間を過ごすことが大切なのはなぜか。

 中 私たちの生活におけるデジタルメディアの役割は何か。

 高 ソーシャルメディアの使用は、あなたの気持ちにどのように影響するか。

 
プライバシーとセキ

ュリティ

小 あなたに関するどのような情報をオンラインで共有しても良いか。

 中 企業はあなたに関する情報をどのように収集し、どのように使用するか。

 高 何歳でソーシャルメディアの使用を許可されるべきか。

 
デジタル足跡とアイ

デンティティ

小 デジタル足跡に含まれていても問題ない情報はどのようなものか。

 中 ソーシャルメディアを使うことは、デジタル足跡にどう影響するか。

 高 オンラインで投稿する情報は、あなたの将来にどのように影響するか。

 
対人関係とコミュニ

ケーション

小 オンラインでの友情を安全に保つにはどうするか。

 中 ソーシャルメディアは私たちの人間関係にどう影響するか。

 高 どうすればオンラインで礼儀正しくコミュニケーションをとることができるか。

 
ネットいじめ 
オンラインのもめ事 
ヘイトスピーチ

小 ネットいじめとは何か。また、それを止めるために何ができるか。

 中 ネットいじめが起きたとき、どのように対応するか。

 高 オンラインでのヘイトスピーチにどのように対抗できるか。

 
ニュースとメディア

リテラシー

小 なぜ人々は、デジタルの写真や動画を改変するのか。

 中 オンラインで偽の動画やその他の情報に騙されないようにするにはどうすればよいか。

 高 インターネット広告は、偽の情報の拡散にどうつながっているか。



1－2－39 

デジタル社会の様々な場面や事例を基にした「主体的な学び」を促す教育である。 

こうした点を踏まえ、各学校においては、児童・生徒がこれからのデジタル社会にお

ける「公正な判断力」を身に付け主体的に行動できるよう、「デジタル・シティズンシッ

プ教育」の視点を特定の教科（科目）だけでなく、総合的な探究（学習）の時間や特別

活動、校外活動などを含めた教育活動のあらゆる場面で取り入れるとともに、教科等横

断的な視点から教育課程を編成・実施していくことが求められる。 
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